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別紙 

答申（個）第４７号 

 

答 申 
 

１ 審査会の結論 

公立大学法人島根県立大学理事長（以下「実施機関」という。）は、本件審査請求

を却下すべきである。 

 

２ 本件諮問に至る経緯 

（1）本件審査請求の対象となった個人情報非利用停止決定に先立ち、審査請求人は令

和３年８月 10 日付けで島根県個人情報保護条例（平成 14 年３月 26 日島根県条例

第７号。以下「条例」という。）第 12 条第１項の規定に基づく個人情報開示請求

を行い、実施機関は令和３年８月 24 日付けで条例第 17 条第１項の規定に基づく個

人情報開示決定を行った。 

この開示請求及びこの開示決定に係る個人情報の内容は、「〇年〇月〇日に〇〇

〇〇〇〇を通じて事務局に要請した、〇〇〇〇〇〇〇○○に対する要請内容が記載

された文書全て（〇〇〇〇〇〇への報告内容も含む）」である。 

（2）審査請求人は、この決定を受けた後、令和３年８月 27 日付けで条例第 30 条第１

項の規定に基づき、個人情報利用停止請求を行った。 

この利用停止請求に係る個人情報の内容は、「〇年〇月〇日に〇〇〇〇〇〇を通

じて事務局に要請した、〇〇〇〇〇〇〇○○に対する要請内容が記載された文書（①

〇年〇月〇日〇時〇分に私が〇〇〇〇〇〇に送信したメール、②〇年〇月〇日〇時

〇分に送信された〇〇〇〇〇〇から私への返信メール、③〇年〇月〇日〇時〇分に

私が〇〇〇〇〇〇に送信したメール）」（以下「本件メール」という。）である。 

（3）実施機関は、この利用停止請求に対する決定期間について、「学内における事実

確認及び利用停止決定の可否判断に時間を要している。」として、令和３年９月 24

日付けで利用停止決定等の期間延長を行い、令和３年 10 月 25 日付けで以下のとお

り決定（以下「本件決定」という。）を行った。 

ア 決定内容 

   非利用停止決定 

イ 利用停止しない理由 

   メールに記載された、あなたと〇〇〇〇〇〇の関係排除に関する要望事項は、

〇〇〇〇○○と〇〇〇〇〇職員が協働して〇〇〇〇業務を行っていることから、

〇〇〇〇〇〇に伝えないことは、円滑な業務運営に影響があると判断しており、

島根県個人情報保護条例第 29 条第１項第１号に規定する利用停止を求める理由

に該当しません。 

(4) 審査請求人は、本件決定を不服として、令和３年 10 月 28 日付けで審査請求を行

った。 

(5) 実施機関は、条例第 34 条第１項の規定に従い、令和４年３月 31 日付けで当審査

会に諮問書を提出した。 

 

３ 審査請求人の主張 
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(1) 審査請求の趣旨 

  個人情報非利用停止決定処分を取り消すとの裁決を求める。 

(2) 審査請求の理由 

  ア 審査請求人の審査請求書、反論書及び意見書による主張の要旨は次のとおりで

ある。 

   今回の実施機関による個人情報非利用停止決定処分には、手続面ならびに実体

面において、判例や条例に違背する明白な違法性が存する。 

（ア）手続法上の違法性－理由付記の違法 

条例は、実施機関が個人情報非利用停止決定をする場合に「書面にその理由

を付記しなければならない」（第 32 条第３項）と定め、実施機関に対し通知書

への理由付記を命じている。理由付記がなされたとしても、付記された理由が

不適切である場合やその程度が不十分な場合には取消事由となることは、判

例・実務上、確立した見解である。 

問題は付記されるべき理由の程度である。条例は、求められる付記の程度に

ついては明文では規定していないので、この論点については判例を参考に、求

められる理由付記の程度について判断すべきである。 

この点、最高裁は、公文書の非開示決定が問題となった事案につき、非開示

決定の根拠規定を示すだけで理由付記として十分でなく、問題となった条例の

規定が定める非開示事由のどれに該当するのかをその根拠とともに示すように

求めている（最判平成４年 12 月 10 日参照）。これらの判例の動向を考慮する

と、実施機関には「処分の根拠法条および処分の基礎となった事実関係（処分

原因）を具体的に示されなければなら」ず、また、「これらの処分を結びつけ

る理由（狭義の理由）も示」すことが求められていると解されよう。 

今回の事実での争点は、条例第６条の定める実体的規範内容に〇〇〇〇〇〇

〇〇〇〇が違反し、私の個人情報を目的外利用したのか否か、という点にある。

すなわち、私が事務局を通じて要請した〇〇〇〇との関係に配慮を求める情報

を〇〇〇が私の同意を得ることなく、〇〇〇〇へ漏洩した行為が、条例第６条

第１項本文が禁ずる目的の範囲外の利用か否か。目的外利用であったとしても

例外的に許される除外事由（条例第６条第１項但書各号）に該当するか否か。

これら諸点が最大の争点であるはずである。しかしながら、実施機関はこの点

につき、処分の基礎となった事実関係（処分原因）を全く示さないばかりか、

処分の根拠法条すら明確に示していない。このような不十分な理由しか示され

ないのであれば、審査請求にあたり、審査請求人が実施機関の決定に対し十分

な反論をなしえないばかりか、実施機関による恣意的な処分を放任することに

もつながりかねない。 

したがって、実施機関による個人情報非利用停止決定は、条例第 32 条第３項

ならびに判例が求める理由付記の要請を満たさない不十分なものであり、違法

な処分として取り消されるべきである。 

  （イ）実体法上の違法性－個人情報の目的外利用（条例第６条違反） 

     私は〇年〇月〇日に、〇〇〇〇〇〇に対し、「①〇〇〇〇以外の〇〇〇〇〇

職員にも〇〇〇による私のハラスメントの事実を伝えていただきたいこと、②

私の意見や、〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇の情報を取り扱う際には、私と

〇〇〇の険悪な関係を考慮に入れていただき、〇〇〇との情報共有等に際し、
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慎重な対応をしていただきたいこと、の二点を希望している旨」を〇〇〇〇〇

〇〇〇〇に伝えてもらいたい旨、をメールで伝達した。これが、私が個人情報

非利用停止請求を求めた文書である。 

     〇〇〇〇〇〇は、私の要請を受け、〇月〇日に上記メールを提示しつつ、〇

〇〇に私の要請内容を伝達した。ところが〇〇は、この要請内容を事務職員に

伝達するだけでなく、同日中にハラスメント加害者である〇〇〇〇に対しても

私の同意を得ることなく漏洩するに至った。〇〇〇は、〇〇〇〇○○職（当時）

にある〇〇〇〇が当該要望事項を知らないのは「円滑な業務運営に影響がある」

として、この漏洩行為を正当化している。 

     しかしながら、上記要望事項は、ハラスメント加害者との関係を排除し、私

の職務遂行上の安全を確保する目的に限定され利用されるべき個人情報であ

る。本人の同意なく加害者側に共有されるべき性質の情報ではない。本人の同

意なく加害者側に当該情報を漏洩すれば、加害者による報復等の二次被害を惹

起するおそれが高いからである。〇〇〇の言う「円滑な業務運営」なる利用目

的－今回の〇〇〇による漏洩行為がこの目的に適っているかも疑問ではあるが

－は、私の個人情報の利用目的の範疇外にあるものであり、〇〇〇の漏洩行為

は、条例第６条が禁ずる個人情報の目的外利用であることは明らかである。ま

た、同条但書が例外として掲げる除外事由にも該当しないことも明白である。 

（ウ）実施機関における手続面での瑕疵（理由付記の違法）が後付けの理由付記に

より治癒されるべきでないこと 

今回、非利用停止決定通知書における理由付記の違法につき、私の上記主張

に対して何ら反論しないまま、「弁明書」のなかで、突如として根拠法条を挙

げつつ（条例第６条但書第４号）当該処分の適法性を主張する。 

実施機関は、処分段階における理由付記に関する違法性を審査請求が行われ

た段階において根拠法条を提示することにより治癒しようと企図しているもの

とも考えられるが、このような企ては最高裁により明確に否定されている。 

したがって、実体法上の違法性を判断する必要もなく、理由付記の違法を理

由として、当該個人情報非利用停止決定処分を取り消す裁決を求めるものであ

る。 

  （エ）同一内容のメールが別目的であるとの主張について 

     審査請求人は、〇年〇月〇日に〇〇〇及び〇〇〇〇に対し「〇〇〇〇〇」を

提出した際に、本件メールの写しを添付した。 

     実施機関は、補足説明において新たなる主張を繰り広げているが、その内容

を要約すると、①本件メールの目的は「審査請求人の要望を〇〇〇〇〇〇に伝

える」ことにある一方、②審査請求人が〇年〇月〇日に提出した「〇〇〇〇〇」

に添付された本件メールは「審査請求人からの「〇〇〇〇〇」の考えや主張を

理解し、解決に向けて対応すること」であり別目的である、という主張である。

また実施機関は、本件メールは〇〇〇〇〇〇に提示されただけであり、文書と

して利用はなされてはいないと主張する。 

しかし、①、②のメール（文書）に記載された内容は全くの同一内容の個人

情報であり、「ハラスメント加害者との関係を排除し、私の職務遂行上の安全

を確保する目的」をもった個人情報と解されるべきことは明白である。 

そもそも、実施機関は当該個人情報を利用していたことを認めてきたからこ
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そ、その目的外利用の正当性を論証すべく、弁明書において条例第６条ただし

書第４号該当性を主張してきたのではないか。 

     当初より、本件メールを文書と認識しておらず、個人情報を利用していない

との認識を持っていた旨、補足説明資料における実施機関の主張は到底受け入

れられるはずがない。 

イ  審査請求人の意見陳述による主張の要旨は次のとおりである。 

   （ア）今回の情報の利用目的は、私の職務遂行上の安全配慮であり、法人が実施す

る安全配慮という目的で利用されるべきである。安全配慮義務を遂行するため

必要かつ相当な理由がある場合、利用に正当な理由があると考えられる。 

  （イ）条例第６条第４号に相当する場合は、「相当の理由」及び「権利利益を不当

に害するおそれがない」の双方の根拠が必要だが、それが示されていない。 

   （ウ）ハラスメントトラブルで関係排除をしないといけない場合において、相談者

の要望内容を相手方に伝達した場合、二次被害の危険性が高いのは常識である。

二次被害が発生する可能性があるとすれば、相談者の要望内容をハラスメント

加害者に漏らすという対応はあり得ない。今回は、○○○が○○○〇に要望事

項を伝えたことが違法である。既に○○○〇に私の要望事項が伝達されている

が、私の個人情報の利用の仕方が違法だと確認してもらうことの利益はあると

思っている。 

   （エ）審査請求の趣旨としては、トラブルの相手方に相談者の個人情報を提供する

のは目的外利用であって違法と確認し、実施機関にも認識させたうえで、本来

の利用目的に沿って利用し、組織体制が変わっても○○○〇との関係排除を継

続して欲しいということである。 

 

４ 実施機関の主張 

(1) 実施機関の弁明書による主張の要旨は次のとおりである。 

審査請求人の2021年８月27日付個人情報利用停止請求は条例第29条の利用停止請

求ができるときに当たらない。 

本件メールについては、○○○〇が審査請求人にハラスメントを行ったと認定さ

れた事実がないにも関わらず、ハラスメント事案を他の職員に伝えるよう要望する

内容が含まれていることから、〇〇〇〇○○は、審査請求人と○○○〇が、〇〇〇

〇に係る業務や面談等において、直接関りを持たないよう、関係排除に関する要望

事項のみを〇〇〇〇○○と〇〇〇〇〇職員に口頭で伝えている。 

本件メールに記載された審査請求人と○○○〇の関係排除に関する要望事項は、

〇〇〇〇〇〇と〇〇〇〇〇職員が協働して〇〇〇〇業務を行っていることから、〇

〇〇〇〇〇の○○○〇に伝えないことは、〇〇〇〇業務の円滑な業務運営に影響が

あり、かつ、この要望事項を伝達することが審査請求人の権利利益を不当に害する

おそれがあるとまでは認められない。 

従って、条例第６条ただし書第４号に当たり、第29条第１項第１号に規定する「第

６条の規定に違反して利用されているとき。」に該当しない。 

よって、令和３年10月25日付の利用停止しないとの決定に違法及び不当な点はな

く、本件審査請求を棄却するとの裁決を求める。 

(2) 実施機関の補足説明及び意見陳述による主張の要旨は次のとおりである。 

  ア 文書を取得したときの状況等 
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  （ア）〇年〇月〇日～〇日 

     この時点では、審査請求人から○○〇〇〇〇に送られたメールのやり取りで

あり、本件メールは大学で保有している文書との認識はない。 

     〇年〇月〇日に送られてきた時点では、メールの目的は審査請求人の要望を

〇〇〇〇〇〇に伝えることである。 

     審査請求の理由に書かれているとおり、「○○〇〇〇〇は、私の要請を受け、

〇月〇日に上記メールを提示しつつ、○○〇に私の要請内容を伝達した。」こ

とにより、目的は達成されている。 

     〇〇〇〇〇〇があった際は、〇〇〇〇〇〇に報告するようになっており、報

告しないことのほうが〇〇〇〇業務の運営に支障がある。今回、〇〇〇〇〇〇

は、悪意を持って〇〇〇〇〇〇に伝えたのではなく、審査請求人の要望をかな

えるために伝達した。 

     〇〇〇〇〇〇及び〇〇〇〇〇職員には、メールの提示はなく、口頭で伝達し

ているため、利用停止請求があった本件メールの利用はされていないという認

識である。 

  （イ）〇年〇月〇日～〇月〇日 

     本件メールは、令和〇年〇月〇日に審査請求人から○○○及び〇〇〇〇あて

の「〇〇〇〇〇」の資料２として提出を受け、保有した文書である。 

     〇〇〇〇〇の資料２として提出を受けた時点の個人情報取扱事務の目的は、

審査請求人からの「〇〇〇〇〇」の主張や考えを理解し、解決に向けて対応す

ることであると考えており、目的外の利用を行っていない。 

イ 弁明書において「第６条ただし書４号」にあたると主張している理由 

弁明書では、審査請求の理由で主張されたことに対して弁明を行っている。 

      審査請求の理由では「条例第６条が禁ずる個人情報の目的外利用であることは

明らかである。」と主張しているため、仮に目的外利用であっても、ただし書第

４号にあたると主張したものである。 

      目的内利用と認識しているが、目的外利用であっても条例第６条ただし書第４

号にあたると予備的に主張した。 

 

５ 審査会の判断 

（1）本件請求の適否について 

ア 行政不服審査法（平成26年６月13日法律第68号）に基づく処分についての審査

請求は、同法第２条において「行政庁の処分に不服がある者は、第４条及び第５

条第２項の定めるところにより、審査請求をすることができる」と規定されてい

る。ここでいう「行政庁の処分に不服がある者」とは、当該処分について不服申

立てをする法律上の利益を有するもの、すなわち、当該処分について直接自己の

権利利益への侵害を受け、当該処分が取り消された場合に回復すべき法律上の利

益を有する者でなければ、これを提起し、又は維持することができない。 

イ これを本件について検討すると、審査請求人は、本件メールについて、〇〇〇

〇〇〇が〇〇〇〇〇〇に審査請求人の同意なく要望事項を伝達したこと（以下「本

件伝達」という。）が、条例第６条の目的外利用にあたるとして、利用停止を求

めている。 

その一方で、〇〇〇〇〇〇以外の実施機関の職員に対しては、本件メールの利
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用停止を求めておらず、むしろ本件メールの要望事項に沿って、組織体制が変わ

っても両当事者間の関係排除を継続するよう求めている。 

この点、審査請求人が問題とする本件伝達は〇年〇月になされ、本件メールの

内容を既に〇〇〇〇〇〇が了知するに至ったことは、本審査会へ提出された資

料、意見陳述からも明らかである。審査請求人の主張する目的外利用に限定すれ

ば、将来に向けられた利用停止によって、既に、〇〇〇〇〇〇へ伝達された情報

を回収し、回復することは不可能である。 

ウ したがって、審査請求人には、本件決定の取消しにより回復すべき法律上の利

益は認められず、不適法であるから、却下すべきである。 

（2) 審査会委員の除斥について 

   当審査会のマユーあき委員は、島根県個人情報保護審査会規則第２条第５項及び

島根県個人情報保護審査会運営要領第８条第１項第３号の規定により、審査会の決

議において、本件諮問案件については審議に加わらないこととした。 

 

 (3) 以上から、冒頭「１ 審査会の結論」のとおり判断する。 

 

６ 付言 

(1) 理由付記について 

条例第32条第３項では、「個人情報の全部の利用停止をする決定以外の決定をす

る場合は、書面にその理由を付記しなければならない。」旨規定している。行政処

分における理由の付記の趣旨は、実施機関の判断の慎重と公正妥当を担保してその

恣意を抑制するとともに、処分理由を開示請求者に知らせることによって、不服申

立てに便宜を与えるために行うものである。 

実施機関は、本件非利用停止決定通知書において、「〇〇〇〇〇〇と〇〇〇〇〇

職員が協働して〇〇〇〇業務を行っていることから、〇〇〇〇〇〇に伝えないこと

は、円滑な業務運営に影響があると判断しており、条例第29条第１項第１号に規定

する利用停止を求める理由に該当しない」と記載するのみで、具体的な適用条項と

の関係については提示していない。 

今後、実施機関は、非利用停止決定を行うに際しては、いかなる根拠によりその

判断に至ったのかが分かるよう、適用条項を示した上で、具体的な理由付記に努め

るべきである。 

(2) ハラスメントに対する相談内容を含む個人情報について 

条例第６条は、「実施機関は、個人情報取扱事務の目的以外の目的のために、個

人情報を当該実施機関内において利用してはならない。ただし、次の各号のいずれ

かに該当するときは、この限りでない。」とし、「⑴本人の同意があるとき。⑵法

令等の規定に基づくとき。⑶個人の生命、身体又は財産を保護するため、緊急かつ

やむを得ないと認められるとき。⑷当該実施機関の事務を遂行する上で当該個人情

報を使用することについて相当な理由があり、かつ、本人の権利利益を不当に害す

るおそれがないと認められるとき。」と規定している。 

ア 本件メールの内容は、〇〇〇〇〇〇経由で〇〇〇〇〇職員に対して、審査請

求人と〇〇〇〇〇〇との情報共有等に際し、〇〇に関する情報を取り扱う場合

は、二人の関係性に配慮を依頼する内容である。 

イ 実施機関は、本件メールの内容を〇〇〇〇〇〇へ伝達した理由について、「審
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査請求人から提出された〇〇〇〇〇の主張や考えを理解し、解決に受けて対応す

るためであり、ハラスメントトラブルを解決し、〇〇〇〇業務の円滑な運営のた

めに必要であった。」と主張している。 

しかし、本件メールの内容を見分するに、審査請求人は、〇〇〇〇〇〇本人と

のトラブルの鎮静化を目的として、同人との関係排除を希望している。また、本

件メールは、ハラスメントに対する相談内容を含むため、いわゆる、機微な情報

として、その取扱いには慎重な配慮を要したと指摘できる。そのため、少なくと

も、メール送受信者間において、〇〇〇〇〇職員以外の職員へ審査請求人の要望

事項を伝達することは予定されていなかったものと思料される。これに反し、ト

ラブルの相手方へ直接本件メールの内容を伝えることは、むしろトラブルを再燃

させ、両当事者間の関係を悪化させる恐れが強く、本件メールについて想定され

た上記利用目的にも反するというべきである。 

ウ また、実施機関の意見陳述によると、本件伝達当時、ハラスメントトラブルの

存在があり、〇年〇月時点において、このトラブルに起因する両当事者間の関係

排除については、双方とも要望しており、学長からも接触を避けるよう両当事者

に伝えられている。さらに、幹部職員にはすでに認知されている状況にあったと

のことである。 

  したがって、〇〇〇〇〇〇が直接、〇〇〇〇〇〇へ審査請求人の要望を伝達し

なくとも、実施機関において関係排除の対応をとることは可能であったと思料さ

れ、〇〇〇〇〇〇へ直接伝達しなければ円滑な業務運営が達成できないとする相

当な理由は見いだせない。 

エ 上記のとおり、本件メールの内容を、当事者本人へ伝達することは、両当事者

間のトラブルを再燃させるおそれもあり、審査請求人の権利利益を不当に害する

おそれがあることから、審査請求人の同意なく、要望事項を伝達したことは、条

例第６条の目的外利用にあたり、かつただし書のいずれにも該当しないと考えざ

るを得ない。 

 今後、実施機関には、ハラスメントに対する相談内容を含む個人情報の取扱い

に慎重な対応を望みたい。 
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（諮問第４７号に関する審査会の処理経過） 

年  月  日 内       容 

令和 ４年 ３月３１日 実施機関から島根県個人情報保護審査会に対し諮問 

令和 ４年 ５月１９日 
  （審査会第１回目） 

審議（第２部会） 

令和 ４年 ６月２３日 
 （審査会第２回目） 

審議（第２部会） 

令和 ４年 ７月１２日 審査請求人からの意見書を受理 

令和 ４年 ８月２６日 
 （審査会第３回目） 

審議（第２部会） 

令和 ４年 ９月１５日 

 （審査会第４回目） 
審議（第２部会） 

令和 ４年１０月１１日 

 （審査会第５回目） 
審議（第２部会） 

令和 ４年１１月１５日 

 （審査会第６回目） 
審議（第２部会） 

令和 ４年１２月１５日 

 （審査会第７回目） 
審査請求人及び実施機関の意見陳述、審議（第２部会） 

令和 ５年 １月１９日 

 （審査会第８回目） 
審議（第２部会） 

令和 ５年 ３月 ９日 

 （審査会第９回目） 
審議（第２部会） 

令和 ５年 ４月２０日 

 （審査会第10回目） 
審議（第２部会） 

令和 ５年 ５月２５日 

 （審査会第11回目） 
審議（第２部会） 

令和 ５年 ６月１５日 

 （審査会第12回目） 
審議（第２部会） 

令和 ５年 ７月１３日 

 （審査会第13回目） 
審議（第２部会） 

令和 ５年 ８月１７日 

 （審査会第14回目） 
審議（第２部会） 

令和 ５年１０月１９日 

 
審議 

令和 ５年１１月３０日 島根県情報公開・個人情報保護審査会が実施機関に対し答申 
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（参考） 
島根県情報公開・個人情報保護審査会委員名簿 

（令和４年度までは島根県個人情報保護審査会） 

※本件諮問案件については、マユーあき委員は審議に参加していない。

氏   名 現       職 備   考 

永松 正則 国立大学法人島根大学法文学部准教授 会長、第２部会長 

清原 和之 国立大学法人島根大学法文学部准教授 会長代理、第１部会長 

永野 茜 弁護士 第１部会 

福間 恭子 行政書士 第１部会 

マユー あき 公立大学法人島根県立大学人間文化学部教授 第２部会 

和久本 光 弁護士 第２部会（~R4.10.2） 

熊谷 優花 弁護士 第２部会（R4.10.3~） 
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